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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第145期

中間連結会計期間
第146期

中間連結会計期間
第145期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （千円） 13,917,788 14,449,763 27,875,634

経常利益 （千円） 976,072 922,462 1,820,826

親会社株主に帰属する中間

（当期）純利益
（千円） 751,560 694,007 1,369,849

中間包括利益又は包括利益 （千円） 1,159,213 611,102 2,337,875

純資産額 （千円） 24,217,197 25,606,754 25,197,432

総資産額 （千円） 47,955,887 48,004,956 47,534,946

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 99.53 91.76 181.38

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.5 53.3 53.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 759,224 1,787,726 1,811,598

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,154,164 △1,829,186 △3,075,905

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 888,646 △178,353 △508,706

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 8,823,473 6,337,354 6,556,974

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、2023年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスク発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間における日本経済は、雇用環境の改善や堅調なインバウンド需要等により景気は持ち直しの

動きがみられました。しかしながら、長期化するウクライナ問題に加え、中東情勢の悪化に伴うサプライチェーン

の混乱や資源価格の更なる高騰に対する懸念も高まり、景気の先行きは依然として不透明な状況が続きました。

　このような事業環境の中、当社グループは、①運送体制と流通拠点の強化による３ＰＬ物流の推進、②海外拠点

の拡充を含めたグローバルな業務の強化、③不動産賃貸料等の安定収入の拡大を進めてまいりました。

　また、当社グループは、持続的成長と中長期的な企業価値の向上に努め、営業収益の拡大を図るとともに、収益

性及び経営効率の観点から、「売上高経常利益率５％」、「自己資本利益率５％」を目標値として設定しておりま

す。

 

　セグメントごとの経営成績及び連結の経営成績は、次のとおりであります。

＜物流事業＞

　海上運送料が減少したものの、荷役料、物流管理料、陸上運送料等が増加したことにより、営業収益は前年同期

と比べ510百万円増加（3.8％）し、14,105百万円となりました。セグメント利益は新規事業に係る初期費用の発生

に加え、人件費、減価償却費の増加等により、前年同期と比べ65百万円減少（△7.6％）し、798百万円となりまし

た。

＜不動産事業＞

　賃貸料、請負工事が増加したことにより、営業収益は前年同期と比べ21百万円増加（6.5％）し、344百万円とな

りました。セグメント利益は施設の維持管理費用の増加等により、前年同期と比べ０百万円減少（△0.5％）し、

143百万円となりました。

＜連結＞

　上記の結果、営業収益は前年同期と比べ531百万円増加（3.8％）し、14,449百万円となりました。一方、営業利

益は人件費、減価償却費等が増加したことにより、前年同期と比べ70百万円減少（△10.6％）し、593百万円とな

りました。経常利益は前年同期と比べ53百万円減少（△5.5％）し、922百万円となりました。親会社株主に帰属す

る中間純利益は前年同期と比べ57百万円減少（△7.7％）し、694百万円となりました。

 

　連結の財政状態は、次のとおりであります。

　当中間連結会計期間末の資産につきましては、現金及び預金が219百万円、その他の流動資産が233百万円、投資

有価証券が96百万円それぞれ減少したものの、有形固定資産が1,080百万円増加したこと等により、前連結会計年

度末と比べ470百万円増加（1.0％）し、48,004百万円となりました。

　負債につきましては、短期借入金が374百万円減少したものの、長期借入金が460百万円増加したこと等により、

前連結会計年度末と比べ60百万円増加（0.3％）し、22,398百万円となりました。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金が76百万円減少したものの、利益剰余金が485百万円増加し

たこと等により、前連結会計年度末と比べ409百万円増加（1.6％）し、25,606百万円となりました。

　当社グループは、持続的成長へ向け、積極的な設備投資を実施する方針であります。同時に、有利子負債残高、

金利水準等に留意しながら安定的な財政状態を維持するよう努めてまいります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の残高は、6,337百万円となり、前年同期と比べ2,486百万円の

減少となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、1,787百万円の収入となり、前年同期と比べ1,028百万円の収入増加とな

りました。主な要因は、「その他」に含まれている未収消費税の減少等の変動によりキャッシュが774百万円増加

したことによるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、1,829百万円の支出となり、前年同期と比べ675百万円の支出増加となり

ました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出が746百万円増加したことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、178百万円の支出（前年同期は888百万円の収入）となりました。主な要

因は、長期借入金の返済による支出が1,147百万円増加したことによるものであります。

　当社グループは、引き続き営業収益の拡大により、営業活動によるキャッシュ・フローの増加を目指す方針であ

ります。

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、運転資金及び設備投資資金等の資金需要に対して必要

な資金を確保するため、短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入れを基本とし、設備投資や長期運転

資金の調達につきましては、金融機関からの長期借入れにより安定的かつ低コストにより調達することを基本とし

て経営上必要な資金水準と流動性の維持に努めております。

 

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000
 
 

②【発行済株式】

種類

中間会計期間末現在

発行数（株）

（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 7,864,990 7,864,990

東京証券取引所

スタンダード市場

名古屋証券取引所

プレミア市場

単元株式数

100株

計 7,864,990 7,864,990 － －
 
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 7,864 － 3,412,524 － 2,134,557

 
 

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

半期報告書

 5/19



（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ダイセー倉庫運輸株式会社 愛知県小牧市大字入鹿出新田新道900 360 4.74

伏見興産株式会社 名古屋市昭和区桜山町三丁目52 258 3.40

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 254 3.34

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 209 2.75

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番1号 200 2.63

中京テレビ放送株式会社 名古屋市中村区平池町四丁目60番11号 200 2.63

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 195 2.57

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目8番1号 190 2.51

東陽倉庫従業員持株会 名古屋市中村区名駅南二丁目6番17号 183 2.41

株式会社中京銀行 名古屋市中区栄三丁目33番13号 164 2.17

計 － 2,215 29.16
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －
普通株式 266,200

（相互保有株式）

普通株式 72,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,410,600 74,106 －

単元未満株式 普通株式 115,290 － －

発行済株式総数  7,864,990 － －

総株主の議決権  － 74,106 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

東陽倉庫株式会社

名古屋市中村区名駅

南二丁目６番17号
266,200 － 266,200 3.38

（相互保有株式）

株式会社優和シッピング

名古屋市中区大須一

丁目７番５号
72,900 － 72,900 0.93

計  339,100 － 339,100 4.31
 
 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(2024年３月31日)

当中間連結会計期間

(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,556,974 6,337,354

受取手形、営業未収入金及び契約資産 5,512,195 5,518,809

リース債権及びリース投資資産 102,038 102,276

原材料及び貯蔵品 42,817 49,073

その他 860,409 626,420

貸倒引当金 △2,684 △2,703

流動資産合計 13,071,750 12,631,231

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,848,165 10,492,120

土地 10,134,624 10,134,624

その他（純額） 2,914,802 4,351,495

有形固定資産合計 23,897,591 24,978,240

無形固定資産 282,042 245,395

投資その他の資産   

投資有価証券 8,058,201 7,961,259

リース債権及びリース投資資産 692,807 642,258

その他 1,535,183 1,549,176

貸倒引当金 △2,631 △2,604

投資その他の資産合計 10,283,561 10,150,090

固定資産合計 34,463,195 35,373,725

資産合計 47,534,946 48,004,956

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,817,447 1,727,505

短期借入金 4,393,900 4,019,700

未払法人税等 113,077 272,033

引当金 320,292 317,313

その他 1,137,241 1,105,834

流動負債合計 7,781,959 7,442,386

固定負債   

長期借入金 11,230,600 11,690,600

引当金 28,500 28,500

退職給付に係る負債 1,168,867 1,132,053

資産除去債務 125,639 126,736

その他 2,001,947 1,977,925

固定負債合計 14,555,554 14,955,815

負債合計 22,337,514 22,398,202

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,412,524 3,412,524

資本剰余金 2,214,253 2,215,472

利益剰余金 17,926,994 18,412,154

自己株式 △404,885 △399,037

株主資本合計 23,148,887 23,641,114

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,761,675 1,685,457

退職給付に係る調整累計額 286,868 280,182

その他の包括利益累計額合計 2,048,544 1,965,639

純資産合計 25,197,432 25,606,754

負債純資産合計 47,534,946 48,004,956
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（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：千円）

 

前中間連結会計期間

(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2024年４月１日

　至　2024年９月30日)

営業収益 13,917,788 14,449,763

営業原価 12,805,996 13,385,156

営業総利益 1,111,792 1,064,607

販売費及び一般管理費 ※ 447,399 ※ 470,896

営業利益 664,393 593,710

営業外収益   

受取利息 70 1,217

受取配当金 99,853 95,125

持分法による投資利益 205,947 250,329

助成金収入 19,419 4,409

その他 18,717 16,021

営業外収益合計 344,009 367,103

営業外費用   

支払利息 23,697 34,808

その他 8,632 3,543

営業外費用合計 32,329 38,351

経常利益 976,072 922,462

特別利益   

固定資産売却益 12,416 8,367

投資有価証券売却益 8,816 －

特別利益合計 21,233 8,367

特別損失   

事業所移転費用 7,500 11,226

固定資産除売却損 8,205 2,534

特別損失合計 15,705 13,760

税金等調整前中間純利益 981,599 917,069

法人税、住民税及び事業税 205,970 262,658

法人税等調整額 24,068 △39,596

法人税等合計 230,039 223,061

中間純利益 751,560 694,007

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純利益 751,560 694,007

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 407,307 △76,218

退職給付に係る調整額 345 △6,686

その他の包括利益合計 407,653 △82,904

中間包括利益 1,159,213 611,102

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,159,213 611,102
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 981,599 917,069

減価償却費 670,466 731,420

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,456 △8

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △78,564 △46,516

受取利息及び受取配当金 △99,923 △96,343

支払利息 23,697 34,808

有形固定資産売却損益（△は益） △10,237 △8,367

有形固定資産除却損 6,027 2,534

投資有価証券売却損益（△は益） △8,816 －

持分法による投資損益（△は益） △205,947 △250,329

売上債権の増減額（△は増加） △159,765 △6,613

仕入債務の増減額（△は減少） △3,406 △89,942

その他 △388,618 386,160

小計 720,053 1,573,871

利息及び配当金の受取額 263,116 335,765

利息の支払額 △23,533 △33,328

法人税等の支払額 △200,412 △104,841

法人税等の還付額 － 16,260

営業活動によるキャッシュ・フロー 759,224 1,787,726

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,086,143 △1,832,794

有形固定資産の売却による収入 14,998 8,992

無形固定資産の取得による支出 △77,872 △18,830

投資有価証券の取得による支出 △27,327 △2,337

投資有価証券の売却による収入 19,805 －

貸付金の回収による収入 2,380 2,380

リース用資産の取得による支出 － △680

その他 △4 14,084

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,154,164 △1,829,186

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 － △500,000

長期借入れによる収入 2,600,000 3,200,000

長期借入金の返済による支出 △1,466,900 △2,614,200

自己株式の取得による支出 △94 △1,028

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △55,234 △55,234

配当金の支払額 △189,124 △207,890

財務活動によるキャッシュ・フロー 888,646 △178,353

現金及び現金同等物に係る換算差額 902 193

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 494,609 △219,619

現金及び現金同等物の期首残高 8,328,863 6,556,974

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 8,823,473 ※ 6,337,354
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権譲渡高

 
前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形裏書譲渡高及び

電子記録債権譲渡高
35,694千円 23,258千円

 

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

給料手当 188,879千円 194,309千円

退職給付費用 7,357 5,595

貸倒引当金繰入額 46 △7

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 8,823,473千円 6,337,354千円

現金及び現金同等物 8,823,473 6,337,354
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月11日

取締役会
普通株式 189,535 5.0 2023年３月31日 2023年６月７日 利益剰余金

（注）2023年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」

につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日

取締役会
普通株式 208,662 5.5 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

（注）2023年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当額」

につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月10日

取締役会
普通株式 208,848 27.5 2024年３月31日 2024年６月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月11日

取締役会
普通株式 227,962 30.0 2024年９月30日 2024年12月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 物流事業 不動産事業 合計

営業収益    

外部顧客への営業収益 13,594,508 323,280 13,917,788

セグメント間の内部営業収益又は振替高 － 252 252

計 13,594,508 323,532 13,918,040

セグメント利益 864,341 143,793 1,008,134

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当

該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,008,134

全社費用及び全社営業外損益（注） △32,061

中間連結損益及び包括利益計算書の経常利益 976,072

（注）全社費用及び全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び管理部門の営業外損

益であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 物流事業 不動産事業 合計

営業収益    

外部顧客への営業収益 14,105,321 344,441 14,449,763

セグメント間の内部営業収益又は振替高 － 252 252

計 14,105,321 344,693 14,450,015

セグメント利益 798,382 143,004 941,387

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当

該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 941,387

全社費用及び全社営業外損益（注） △18,924

中間連結損益及び包括利益計算書の経常利益 922,462

（注）全社費用及び全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び管理部門の営業外損

益であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

物流事業 不動産事業 計

倉庫業収益 3,179,508 － 3,179,508

港湾運送業収益 1,636,192 － 1,636,192

陸上運送業収益 5,425,067 － 5,425,067

その他 2,886,236 37,323 2,923,559

顧客との契約から生じる収益 13,127,005 37,323 13,164,328

その他の収益（注） 467,502 285,957 753,460

外部顧客への営業収益 13,594,508 323,280 13,917,788

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る賃貸収入等であり

ます。

 

　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

物流事業 不動産事業 計

倉庫業収益 3,444,526 － 3,444,526

港湾運送業収益 1,542,575 － 1,542,575

陸上運送業収益 5,674,294 － 5,674,294

その他 2,933,082 51,433 2,984,515

顧客との契約から生じる収益 13,594,478 51,433 13,645,912

その他の収益（注） 510,842 293,008 803,851

外部顧客への営業収益 14,105,321 344,441 14,449,763

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引に係る賃貸収入等であり

ます。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純利益 99円53銭 91円76銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 751,560 694,007

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円）
751,560 694,007

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,551 7,563

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2023年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり中間純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

（１）期末配当

2024年５月10日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………208,848千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………27円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月５日

（注）2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

（２）中間配当

2024年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………227,962千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………30円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月３日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月12日

東陽倉庫株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 金原　正英

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 樋口　幹根

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東陽倉庫株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、東陽倉庫株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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